
平成２９年度事務事業評価及び特定分野評価に対する町の最終方針

区分 今後の方向性に係る意見等 区分 理由・改善方針

1

事
務
事
業

総務課
友好都市交
流事業費

改善すべき
点がある

宿泊助成制度の実施や愛川町ふるさ
とまつりと立科町えんでこまつりでの相
互交流などを引き続き実施しながら、
立科町から愛川町への訪問を促す方
策を検討する。

現状
維持

効率性がCとなっているのは、平成27年度
から実施している立科町バスツアーによ
り、事業費が増加している一方で、成果が
出るのに時間を要しているのが要因であ
るため、現状の事業を継続することによ
り、相互の訪問者のより一層の増加に努
めるものとする。

　宿泊助成制度や立科町バスツアーをはじ
め、愛川町ふるさとまつり・立科町えんでこま
つりでの相互交流事業等を引き続き実施す
る。
　また、えんでこまつり等の機会を捉えて、本
町の観光情報等を積極的にPRすることなど
により、立科町の方にも本町を訪れていただ
くようシティセールスに努める。

現状
維持

引き続き事業を実施するとともに、本町の観
光情報等を立科町の方にも積極的にPRする
ことなどにより、相互の訪問者のより一層の
増加に努める。

2

事
務
事
業

企画政
策課

平和行政事
業費

改善すべき
点がある

現状のまま引き続き事業を実施する 改善
（外部）

平和パネル展や親子見学会の参加者が
より多くなるように、周知方法、パネルの
展示場所、見学会の参加対象者等につい
て見直しを検討し、改善すべきである。

平和パネル展については、より多くの方の目
に触れていただける機会が増えるよう、役場
本庁舎1階での実施に関して、展示方法を工
夫しながら検討する。
親子見学会については、PTA及び子ども会連
絡協議会といった団体の協力をいただきなが
ら周知を行い、参加を促す取組みを行うとと
もに、参加対象者の見直し・拡大等に伴う効
果について調査・研究を行う。

改善

平和パネル展の展示方法を工夫するととも
に、役場本庁舎1階での実施等についても検
討するほか、親子見学会について、PTA及び
子ども会連絡協議会といった団体を通じた周
知を行うとともに、参加対象者の見直し・拡大
等に伴う効果について調査・研究を行い、可
能なものについて平成30年度以降、順次改
善する。

3

事
務
事
業

福祉支
援課

地域自殺対
策強化事業
費

良好に実
施できてい
る

自殺は追い込まれた上での死であり、
自殺に傾く方は何らかのサインを事前
に発しているとされる。自殺対策は、官
民を問わず、国をあげて取り組んでい
る対策であり、1人でも多くの命を救う
ため、地道で継続的な活動が必要であ
り、現状維持としたい。

現状
維持

所管課の方向性のとおり 現状のまま引き続き事業を実施する。
現状
維持

現状のまま引き続き事業を実施する。

4

事
務
事
業

子育て
支援課

ファミリーサ
ポートセン
ター事業費

改善すべき
点がある

活動実績数が減少しているが、本事業
の利用希望者がいるため、引き続き実
施していくが、今後より多くの方に利用
していただけるよう、PR方法などにつ
いて検討していくものである。また、利
用希望者（依頼会員）が、必要な時に
利用できるよう、提供会員の充足を図
ることも課題であることから、確保方策
についても検討していくものである。

改善 所管課の方向性のとおり

町広報紙やホームページへ掲載するととも
に、本事業の会員対象となりうる利用者がい
る施設、団体をピックアップし、資料の配架、
また周知活動のお願いをする。具体的には
子育て支援センターでは資料を配架し、当セ
ンター利用者へ周知をしていただく。放課後
児童クラブ、幼稚園では、全児童（児童クラブ
は利用対象者の3年生までの子どもがいる世
帯）への資料の配布、また町内で子育て関係
のサポート活動をしている団体「とまり木」に
おいては、資料を配布し、情報の発信や、事
業に興味がありそうな方や関係団体への周
知をお願いするなど、多くの方に本事業の周
知ができるよう努めるものとする。

改善

町広報紙やホームページへの掲載のほか、
子育て支援センター及び関係団体等を通じて
資料を配布するなど、積極的に周知を図ると
ともに、提供会員の確保方策についても検討
を行い、平成30年度以降、順次改善する。

5

事
務
事
業

高齢介
護課

敬老及び長
寿夫妻祝金
品支給事業
費

改善の余
地がある

本町においても敬老祝い事業の金額
や対象年齢などの見直しを行っている
が、高齢化の進行により、対象者が増
加しているため、近隣の市町村の動向
も鑑み、相応の該当者絞込み又は減
額は必要と考える。

縮小 所管課の方向性のとおり

敬老祝いを励みに日々過ごされている方の
心情を考慮すると、対象年齢の縮小について
はすぐには難しいと認識しているため、当面
は各対象年齢の交付金額を引き下げることを
検討するとともに、将来的には対象年齢の縮
小についても合わせて検討する。

改善
近隣市町村の状況を鑑み、全体的な交付金
額の引き下げを検討するとともに、対象年齢
についても検討を行っていく。

所管課の方向性（自己評価）総合評価区分 所属名 事業名
最終評価結果 評価結果を踏まえた

所管課の対応案
町の最終方針
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6

事
務
事
業

健康推
進課

歯科保健指
導事業費

改善すべき
点がある

・集団指導の方法等改善できるところ
を見直ししながら、妊娠中から、むし歯
予防を含めた口腔衛生知識の普及に
取り組んでいく。
・むし歯のみではなく、歯と体の健康等
の関連も含めた健康教育を行い、口腔
衛生知識において保護者に関心を
持ってもらう。

改善 所管課の方向性のとおり

今年度中から各健診等において、むし歯の
みではなく、歯と体の健康等の関連も含めた
健康教育を行い、保護者に口腔衛生知識の
普及・啓発を行っていく。

改善

各健診等において、歯と体の健康等の関連
を含めた健康教育を新たに行い、口腔衛生
知識の普及啓発をさらに進めていくほか、む
し歯の罹患率の増加要因を分析するなど、効
果的に事業が実施できるよう取り組むものと
する。

7

事
務
事
業

農政課

農村環境改
善センター業
務管理経
費、維持管
理経費

改善すべき
点がある

改善センターの利用促進のほか、経費
の節減も含めた施設運営について検
討を進める。

改善
改善センターの利用促進策を講じることに
より、有効性と効率性の改善を図るべきで
ある。

改善センターの利用促進を図るため、施設利
用に関する案内チラシを今年度中に作成し、
中津公民館・半原公民館・文化会館へ配架を
する。

改善

施設利用に関する案内チラシを新たに作成し
て各公民館等へ配架するなど、各公民館等と
連携した周知を実施し、本センターの利用者
増加に努める。

8

事
務
事
業

教育開
発セン
ター

教育開発セ
ンター管理
経費
（小中学校学
力検査業務
委託料に限
る。）

改善すべき
点がある

小学5年生は2年間、中学1・2年生は5
年間の学力検査を実施し、学力向上に
向けた課題を把握することができた。
今後は把握した課題を解決するために
授業の改善や家庭学習の習慣化に向
けた取組のさらなる充実など、次の段
階へ進んでいく。

現状
維持
（外部）

当面は引き続き学力検査を実施するが、
学校関係者と意見を交換しながら、次の
段階へシフトしていく具体的な方向性を検
討すべきである。

今後も引き続き学力検査を実施し、その結果
を分析するとともに、各学校が取り組んでい
る学力向上策の成果と課題を検証していく。
また、学習指導要領が全面実施される平成
33年度までに、学力検査の検証結果を反映
した「9年間を見通した教育課程」を編成す
る。

現状
維持

現状のまま引き続き事業を実施するととも
に、各学校が取り組んでいる学力向上策の
成果・課題の検証を行うことなどにより、学力
検査をこれまで以上に授業改善や家庭学習
の習慣化につなげる等の取り組みを進めて
いく。

9

事
務
事
業

生涯学
習課

青少年健全
育成事業費

良好に実
施できてい
る

県外交流事業については、地域や学
校等で活躍できる青少年を養成するた
め、今後も立科町と連携し、継続して
実施する。また、青少年が健やかに成
長するためには、地域や学校等におい
ても大人の支援が必要となることか
ら、その他の青少年健全育成事業に
ついても、関係団体の活動に対する助
成を継続して行い、青少年の健全育成
を図る。

現状
維持

所管課の方向性のとおり
今後も地域や学校、青少年関係団体と連携
し、より良い事業の運営方法を検討しなが
ら、引き続き各事業を実施する。

現状
維持

今後も地域や学校、青少年関係団体と連携
しながら、より良い事業の運営方法を検討し、
引き続き事業を実施する。

10

事
務
事
業

消防課
火災予防活
動事業費

良好に実
施できてい
る

事業所等に対して継続的に立入検査
を実施し、自主防火管理体制等の拡
充を図るとともに、全国的に住宅火災
による死者が増加していることから、さ
らなる住宅用火災警報器の普及を図
るため広報活動等を行い住宅火災の
減少を目指す。また、火災の出火原因
で最も多いのは放火であることから、
放火防止対策を図る必要がある。

現状
維持

所管課の方向性のとおり 現状のまま引き続き事業を実施する。
現状
維持

現状のまま引き続き事業を実施する。
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11

事
務
事
業

国保年
金課

保健衛生普
及事業費(国
保)

改善の余
地がある

人間ドックは希望者が受診するもので
あり、経済的な事情も絡むことから受
診率向上だけを目指すものではない
が、健診による各種疾病の早期発見・
早期治療は、医療費の適正化のため
に必要不可欠である。また、人間ドック
や特定健診の健診結果については保
健指導に活かし、健康寿命の延伸に
役立てていく。医療費差額通知につい
ては、平成29年度から対象者を差額
500円以上から300円以上に拡大し、よ
り多くの方に、ジェネリック医薬品への
切り替えの効果を実感していただき、
医療費の適正化に繋げる。

現状
維持
（外部）

引き続き、人間ドック及び特定健康診査の
受診率向上や後発医薬品の啓発を積極
的に行うとともに、特定健康診査の受診率
については、極力、町が設定した計画値を
達成できるよう、積極的に取り組むべきで
ある。

平成30年度からは第3期特定健康診査等実
施計画により事業を進めることとなるが、引き
続き計画で定める目標達成に向け、ハガキ・
電話等の他、様々な受診勧奨方策を案出し、
事業を積極的に進める。

現状
維持

後発医薬品の啓発を積極的に行うなど、医療
費の適正化に向けた取り組みに工夫を加え
ながら、特定健康診査受診率の計画値達成
に向けて引き続き事業を実施する。

12

補
助
金
・
交
付
金

行政推
進課

愛川町統計
登録調査員
連絡会補助
金

廃止も含め
た検討が
必要

調査員不足地域での新規登録者の確
保に努めるとともに、現在、町の補助
金と調査員からの負担金で毎年事業
（研修視察、表彰式、研修会）を実施し
ているが、今後、研修視察は隔年、研
修会は県から講師を招くなど経費削減
に努めながら個々の資質向上のため
研修会の充実を図っていく。

改善 所管課の方向性のとおり

基幹統計調査の実施において連絡会会員の
協力は不可欠であり、引き続き町と連携して
会員の確保に努めていくとともに、今後の研
修視察のあり方については、研修視察の隔
年実施や他市町の登録調査員との交流会の
実施等経費削減に努める。

改善

引き続き調査員の確保に努めるとともに、研
修視察のあり方の見直しなどの経費削減策
を検討し、平成30年度以降、可能なものから
順次改善する。

13

補
助
金
・
交
付

金 住民課

斎場・火葬場
運営事業補
償金（下谷八
菅山区）

良好に実
施できてい
る

本補償金は、いわゆる迷惑施設である
斎場・火葬場施設の操業及び存続に
ついて地元住民の理解を得るためのも
のであり、今後の円滑かつ継続的な施
設運営のために必要であると考える。

改善
（外部）

補償金の額や交付方法など、見直すべき
点があると考えられるため、定期的に見直
す仕組みを設けることを含め、地元と協議
する機会を設けるべき。

現在締結している協定書に基づき、地元と
「補償金の額」や「交付方法」、「定期的に見
直す仕組み」などについて協議する機会を設
けていきたい。

改善

現在締結している協定書に基づき、地元と協
議する機会を設け、「補償金の額」や「交付方
法」、「定期的に見直す仕組み」などについて
順次協議を進めていく。

14

補
助
金
・
交
付
金

環境課
ごみ処理事
業補償金（三
増区）

改善すべき
点がある

本補償金の交付は、迷惑施設とも捉え
られる美化プラントに対する地域住民
の感情を融和し、今後の施設の操業を
円滑に行うために必要不可欠なものと
思われるため、現行の補償金額の妥
当性を検証しながら継続実施するもの
としたい。

改善
（外部）

補償金の額や交付方法など、見直すべき
点があると考えられるため、定期的に見直
す仕組みを設けることを含め、地元と協議
する機会を設けるべき。

現在締結している協定書に基づき、地元と
「補償金の額」や「交付方法」、「定期的に見
直す仕組み」などについて協議する機会を設
けていきたい。

改善

現在締結している協定書に基づき、地元と協
議する機会を設け、「補償金の額」や「交付方
法」、「定期的に見直す仕組み」などについて
順次協議を進めていく。

15

補
助
金
・
交
付
金

環境課
し尿処理事
業補償金（坂
本区）

改善すべき
点がある

本補償金の交付は、迷惑施設とも捉え
られる衛生プラントに対する地域住民
の感情を融和し、今後の施設の操業を
円滑に行うために必要不可欠なものと
思われるため、現行の補償金額の妥
当性を検証しながら継続実施するもの
としたい。

改善
（外部）

補償金の額や交付方法など、見直すべき
点があると考えられるため、定期的に見直
す仕組みを設けることを含め、地元と協議
する機会を設けるべき。

現在締結している念書に基づき、、地元と「補
償金の額」や「交付方法」、「定期的に見直す
仕組み」などについて協議する機会を設けて
いきたい。

改善

現在締結している念書に基づき、地元と協議
する機会を設け、「補償金の額」や「交付方
法」、「定期的に見直す仕組み」などについて
順次協議を進めていく。
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16

補
助
金
・
交
付
金

商工観
光課

起業支援・店
舗再活性化
事業補助金

改善の余
地がある

「愛川町起業支援・空き店舗再利用促
進事業」の見直しに合わせ、関連する
「商工振興資金利子補給補助金及び
信用保証料補助金」についても、創業
に係る融資を補助対象に加えるなど、
本事業とともに創業支援の拡充を行っ
ているため、当面は現状のまま事業を
実施するとともに、実施状況等を把握・
検証していきたい。

現状
維持
（外部）

起業後の経営に対するフォローや効果的
な周知方法を工夫するなどし、平成29年
度から拡充した制度が有効に活用される
よう工夫しながら、継続して実施すべきで
ある。

当面は現状のまま実施するほか、事業経営
者等を対象とした「経営スクール」や「創業者
支援セミナー」への参加を誘導しながら、愛
甲商工会等と連携した経営指導（相談）を行
い、起業後のフォローに努める。
また、制度の周知については、町ホームペー
ジをはじめ、国、県等の広報媒体（ホーム
ページ、ガイドブック）を利用するなど、本年
度から拡充した本制度が有効活用されるよ
う、効果的なPRと制度の利用促進を図る。

現状
維持

町が実施する講習会等への参加誘導や、愛
甲商工会と連携した経営指導など、起業後の
フォローに努めるとともに、各種の広報媒体
を活用した効果的なPRと制度の利用促進を
図りながら、引き続き事業を実施する。

17

補
助
金
・
交
付
金

危機管
理室

消火栓用資
機材整備事
業補助金

良好に実
施できてい
る

引き続き多くの団体が補助事業を有効
活用していただけるよう周知を図る。

現状
維持

所管課の方向性のとおり
多くの団体が補助事業を有効活用していただ
けるよう、引き続き事業を実施する。

現状
維持

現状のまま引き続き事業を実施する。

18

補
助
金
・
交
付
金

教育総
務課

児童派遣費
補助金

良好に実
施できてい
る

児童数の減少と交通費等の保護者負
担の現状を踏まえ、各小学校の校外
活動と保護者負担の状況等の把握を
行いながら、適切な補助事業を推進し
ていきたい。

現状
維持

補助金の活用状況について十分に把握し
つつ、現状の事業を継続するが、児童数
が減少傾向にあることから、適切な補助
単価となるよう、今後も必要に応じて補助
金額の見直しを行うべきである。

現状のまま引き続き事業を実施する。
補助金の活用状況、適切な補助単価となる
よう、今後も必要に応じて、状況把握と補助
金額の見直しを行っていきたい。

現状
維持

適切な補助単価となるよう、見直しの要否に
ついて状況把握を行いながら、引き続き事業
を実施する。

19

補
助
金
・
交
付
金

指導室
魅力ある学
校づくり交付
金

良好に実
施できてい
る

各校の具体的な事業に関するニーズ
を把握し、交付額の引き上げについて
検討する。

現状
維持

平成21年度の交付額削減後も各校の工
夫により成果が表れていることから、現状
の財政状況も鑑み、現状維持とする。

現状のまま引き続き事業を実施する。
現状
維持

現状のまま引き続き事業を実施する。

20

補
助
金
・
交
付
金

下水道
課

日本下水道
協会負担金
（下水）

良好に実
施できてい
る

本協会から提供される情報は、町に
とって非常に有意義で必要不可欠であ
るため、引き続き正会員として会費を
負担することで当該協会の活動を推進
していくこととする。

現状
維持

所管課の方向性のとおり 現状のまま引き続き事業を実施する。
現状
維持

現状のまま引き続き事業を実施する。

21

イ
ベ
ン
ト

農政課
農林まつり
負担金（農林
まつり）

改善すべき
点がある

本年度は5月3日（水・祝）に開催した。
春は夏向けの野菜苗等が販売される
時期でもあることから、この販売促進
やその他農林畜産物のPR等も含め、
今後も5月上旬に開催したい。

改善
平成27年度以降、費用が増加しているが
来場者が増加していないことから、来場者
の増加に向けた方策を講じるべきである。

ポスターや町広報などの従来のPRに加え、
商工観光課と連携して、観光関係団体の
ホームページで周知を図るなど、PRを強化す
る。また、来場者の増加に向けてステージイ
ベントの内容について工夫する。

改善
商工観光課や関係団体と連携してPRを強化
することに加え、実施内容を工夫することによ
り、来場者の増加に努める。

22

イ
ベ
ン
ト

スポー
ツ・文化
振興課

町民みなふ
れあい体育
大会開催経
費
（町民みなふ
れあい体育
大会）

改善すべき
点がある

事業への投資効果や住民の意見など
総合的な評価を考慮し、実施回数を見
直して一部をスポーツレクリエーション
フェスティバルに振り替えるなど、事業
のあり方を継続的に検討していく。

改善
（外部）

参加者が減少傾向であることから、実施
頻度や実施方法の見直しを含め、住民と
十分な意見交換を行いながら改善すべ
き。

これまでのアンケートの内容を踏まえ、区長
との意見交換等を実施し、費用対効果や住
民のニーズなど多角的な検証を行いながら、
開催年度や事業の進め方について、改善に
向けた方策を検討する。

改善

区長との意見交換等を実施し、費用対効果
や住民のニーズなど多角的な検証を行いな
がら、開催年度や事業の進め方等の改善策
を検討し、可能なものについて、順次改善す
る。
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